
ネt会福祉法人名 まごころ会

第一号第一様式 (第十七条第四項関係 )

法人単位資金収支計算書
(自 )平成 28年 4月 1日  (至 )平成 29年 3月 31日

(単位 :円 )

勘定科 日 予算 (A) 決算 (B) 差異 (A)(3) 備 考

分悠 三ll_● :二II三 11三二
149,820,800

8,010

2,612,000

152,440,810

149,719,550

7,667

2,573,230

152,300,447
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事業活動資金収支美額 (3)=(1)― (2)
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動
に
よ
る
収
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126,540,000

21.591.520

126,466,757

21.527.920

73,243
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5,922,697

2,313

5 49,684

0

1,000

1871527

2,313

2,219,000

156,089,003

2,220,000

156,276,530

∠ゝ3,835,720 A3,788,556 ∠ゝ47,164

備等補助金収入 ___  __     ―     ―
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収
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944,400
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壺|  ず三___
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に
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2,316,000 2,316,000

2,268,480

4,584,480

0

02,268,480

4,584,480 0

讐|―赫 ξ蔚轟孫扇る1751そ訂 A3,640,080 ∠ゝ3,640,080 0

そ
の
他
活
動
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9,325,600

9,325,600

9,325,600

9,325,600

0

0

959,200

959,200

959,200

959,200

0

0
文

そ の41の活動 を今収 支差額 (9)=(7)― (8) 8,366,400 8,366,400 0

予備費支出(10)
0-

0-
0

11)=(3)+(6)+(9)― 890.600 937,764 ∠ゝ 47,164

爺 II昧す私苔奉機 高 (12) 32,056,584 32,056,584 C

当期末支払資金残高 (11)+(12) 32,947,184 32,994,34〔 ∠ゝ 47,16“



第二号第一様式 (第二十三条第四項関係 )

法人単位事業活動計算書
(自 )平成 28年 4月  1日  (至 )平成 29年  3月 31日

社会福祉法人名 まごころ会 位単位 :

勘定科 目 当年度決算 (A) 前年度決算 (B) 上曽)文 (A)― (B)

サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収

益

保責事業ll■ 益

その他の収益

サービス活動収益計 (

149,719,550

325,600

150,045,150

155,613,868

1,108,800

156,722,668

∠ゝ 5,894

∠ゝ 783

A6,677

‐８

一

〇０

一
・８

３

　

２

一
５

費

用

本生登  _ _
事業費  _
壺曖笙蓑_  _   _   _
減価値去[費

国庄補助全等特別積立全駆崩額

その他2費用

サービス活動費用計 (2)

127,425,957

21,527,920

5,873,013

10,063,055

△ 4,771,878

270,000

160,388,067

128,074,269

22,484,674

6,409,048

9,877,853

∠ゝ 4,693,178

356.000

162,508,666

∠ヽ 648,312

∠ゝ 956,754

∠ゝ 536,035

185,202

∠ゝ 78,700

∠186,000

∠ゝ 2,120,599

サービス活動増減差額 (3)=(1)― (2) ∠ゝ 10,342,917 ∠ゝ 5,785,99〔 ∠ゝ 4,556,919

―
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動
外
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収
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受ユ利昼萱己当全・l■企 _  _
この他の上下ビ́ 費動変 ll■ 狂 _

サービス活動外収益計 (4)

7,667

2,573,230

2,580,897

12,352

2,800,235

2,812,587

△4

∠ゝ 227

∠ゝ 231
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５
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〇
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０〇
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費

用

東払五J昼

その他のサービス活動外費用

サービス活動外費用計 (5)

2,313

1,949,000

1,951,313

2,493

1,999,250

2,001,743

△ 180

∠ゝ 50,250

Zゝ 50,430

サー ビス活動外増減差額 (6)=(4)― (5) 629,584 810,844 △ 181,260

経 常増減 差額 (7)=(3)+(6) ∠ゝ 9,713.333 ∠ゝ4,975,154 ∠ゝ 4,738,179

特
別
増
減
の
部

収
益

施設整備等補助金収益

特別収益計 (8)

944,400

944,400

0

0

944,400

944,400

費

用

回度 :芭 JIJ全等特尾J積立全夕立笙

その他の特別損失

蜂 爾:を 用評 r9ヽ

944,400

0

944,400

0

1,885,025

1,885,025

944,400

∠ゝ 1,885,025

∠ゝ 940,625

朱学男||夕曽主主ウ|を首(10)=(8)― (9) C △ 1.885.025 1,885,025

当朝活動増減 差額 11)=(7)+(10) ∠ゝ 9,713,330 ∠ゝ 6,860,179 Zゝ 2,853,154

活
動
増
減
差
額
の
部

前期繰越活動増減差額 (12) 66,046,320 72,906,502 ∠ゝ 6,860,179

| 当期茉組織活動増滅差額 (13)=(11)+(12) 561332,99C 66,046,323 ∠ゝ 9,713,333

基本金取崩額 (14) 0 C

その他 の結立冷取崩額 (15) 9,000,00C 0 9,000,00C

そ の41の糖 立金箱 立額 (16)

茨朝祀1詢虎活電蘭J曽 シ主学自客百(17)=(13)+(14)+(15)― (16) 65,332,99C 66.046.323 A713,338



第二号第一様式 (第二十七条第四項関係 )

法人単位貸借対照表
平成 29年 3月 31日 現在

社会福llL法人名 まごころ会

資 産 の
立
ロ 負 債 の

立
日

当年
度末

年
末

前
度 ル曽 減

年
末

当
度 震集  増 減

流動苔産          1 38.058.8751 36,763.5741 1,295,30 流動負借          1 7380527 7.022.990  357.53

現,金預金          37621939 36.409,648 1.212.29 事業未払金         2,241,436 2,006,959  234,47

事業未収金          366,910. 224,900  142,010 1年以内返済予定設備資金借入金   2,316,000  2,316,000      0

'(Jマ

スト                             70 026      88 160.    ′、18 134 未 払 費 用           274.171  257.211‐   16.960

未収補助金            0  40,866  △40,866 職員預 り金         2,548,920 2,442,820  1oo,lω

その他の流動資産 _____― -     0     0     0
問ヤ苔 産          1306_140.2783223012531△ 16160.975 固定負債          1 36.212.800 37,895,200△ 1,682,400

基本財産          1259,465,265267,630,924 ∠ゝ8,165,659 設備資金借入金       29:1129000‐ 墜量100QL_星■316,000

退職給付引当金       Q_IQQ型 ._Q pQ子メ性[_6332型
合借の割合計        1 43593_327 44.918190△ 1324.863

1■ 地            46.563,300‐  46.563,300     0

建物           212,901,965221,067,6241△ 8,165,659

その41の間申苔 産      1 46675013 54670.329△ 7.995.316 純 資 産 の
立
ロ

土地            21,600,310 21,600,310     0 基本金           1 71.807.300 71,807.3001           0

桂 自僣物                             6 795 367    8 123 012  /へ 、1 327 645 _菫二量基本全  _  __J,lo■ Op叫 塑J匹里:_____1
第二号基本金        1,0492⊇ 鯉: L理,999   _⊇
第二号基本金        3,000,000 3,000,000     0

車輌渾搬具           72.579  120,963  △48,384

器 具 及 び 備 品               3.640.257   2.758.844    881,413

ソフ トウェア         865,700     0  865,700 国庫補助金等特別積立金   1156.465,5361160,293,014△ 3,827,478

退職給付引当資産      重∠QLoS2 β:∞ 7と型Q[_ 饉ιp型

人件普積立資産       4,000,000 4,000,000     0
その他 の積立金       1 7.000.000 16.000.000△ 9,000,000

型 費積立金 _ _  _1 420002p9q_4209Q99■ _____Q
保育所施設・設備整備積立金     3,000,000 12,000,000 △9,000,00041旱罫司〒引特言) ・言■4薫 寓冬杓肯洒ぎ、をそ學雇召         3,000,000   12,000,0001 ∠ゝ9,000,000

次期繰繊活動増減差額    1 65.3329901 66.046.323i △713.333

(う ち当期活動増減差額) △9,713,333△6,860,1791△ 2,853,154

飩資産の部合計       1300,605,826314,146,637 ∠ゝ13,540,81

資産の部合計       1344,199,1531359,064,8271△ 14,865,674 負億及び純資産の部合計  :344.199,1531359,064.827 ∠ゝ 14,865,674



1

2.

5.

計算書類に対する注記 (法人全体用)

継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を生 じさせる事象や状況は有 りません。

重要な会計方針

(1)固 定資産の減価償去口の方法

・平成19年 3月 31日 以前に取得 した有形固定資産

取得価額の10%を 残存価額とし取得価額に償去「率を乗ずるする定額法。耐用年数到来時

においても使用する資産はそれまでの償去口方法を延長 し備忘価額 (1円 )ま で償去pを行 う。

・平成19年 4月 1日 移行に取得 した有形固定資産

残存価額をゼロとし償去「累計額が取得価額から備忘価額 (1円 )を控除した金額に達する

まで償去口する、償却率を乗ずる定額法。

。無形固定資産

当初より残存価額をゼロとし、償去p率 を乗ずる定額法。

(2)引 当金の計上基準

。退職給与引当金

広島県退職共済制度に基づき、事業所負担額の累計額を計上 しています。

。賞与引当金

該当なし

当法人に有価証券及びリース資産は有 りません。

重要な会計方針の変更

2015年度より新会計基準に移行

当期増加額 当期減少額

別紙 1

(単位 :円 )

当期末残高

3.

4 法人で採用する退職給付制度

加入 している退職共済制度は、

・確定給付型退職給付制度 ―

。確定拠出型退職給付制度 ―

次のとおりです。

広島県社会福祉協議会が主催する退職共済制度

独立行政法人医療福祉機構が主催する退職共済制度

法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとお りになつています。

(1)法人全体の計算書類 (会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第二号第一様式 )

(2)ま こと保育園拠点区分における拠′点区分計算書

(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第二号第四様式)

当法人は社会福祉事業のみを実施 し、また拠点はまこと保育園単独である為、以下の作成を

省略しています。

(会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第二号第二様式 )

(会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第二号第二様式 )

(3)ま こと保育園拠点区分におけるサービス区分の内容

「本部」

「まこと保育園」

(4)拠点区分資金収支明細書暢」紙3)については作成 し、拠点区分事業活動明細書偶」紙4)に ついては作成を

省略しています。

基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとお りです。

基本財産の種類 前期末残高

01

01

46,563,3001
土地

建物

46,563,3001

221,067,6241 8,165,659

定期預金

合計 267,630,9241

212,901,965



7 基本金又は固定資産の売去「若 しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 し

国庫補助金等特別積立金の取崩 し

該当なし

8.担 保に供 している資産

担保に供されている資産は以下のとお りでです。

土地 (基本財産 )

建物 (基本財産 )

46,563,300円

212,901,965円

計

担保 している債務の種類および金額は以下のとおりです。

設備資金借入金 (1年以内返済予定額を含む)

計

9.固 定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償去「累計額及び当期末残高は以下のとおりです。

建物 (基本財産 )

建 物

取得価額   減価償去口累計額   当期末残高

280,236,6951       67,334,7301      212,901,9651

01                0'                0

259,465,265F]

31,828,000円

31,828,000円

(単位 :円 )

構築物 16,951,6601       10,156,298        6,795,367

0,機械及び装置

車輌運搬具 601,3861          528,8071           72,579

15,858,9761       12,218,7191        3,640,257器具及び備品

有形 リース資産

ソフ トウエア 944,400           78,7001          865,7001

314,593,1171      90,317,2491     224,275,8681合計

10.債 権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

11.満 期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

12.関 連当事者との取引の内容

該当なし

13 重要な偶発債務

該当なし

14.重 要な後発事象

該当なし

15.そ の他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

(1)会計処理上の見積方法の変更 ― 該当なし

(2)新たに採用 した会計処理に関する事項 ― 該当なし

(3)勘定科 目の内容について特に説明を要する事項 ― 該当なし

(4)法令、所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項 ― 該当なし


